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神奈川県川崎市幸区小向東芝町1番地（株式会社東芝  小向事業所内）

73,472m2、延床面積：131,735m2、緑化率：13％

1961年7月

959人 （2025年４月1日現在、ISO14001認証対象者のみ）

東芝グループの事業に関わる研究開発全般

1997年9月、最新更新年月：2024年9月（ISO認証番号：EC97J1086）

所 在 地

敷 地 面 積

設 立

従 業 員 数

主 要 製 品

ISO14001認証取得

本レポートは2024年度の実績報告ですが、一部2025年度の組織名称で示しております。
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　東芝グループは「東芝グループ環境基本方針」のもと、気候変動や循環経済

への対応、生態系への配慮を重要課題とし、環境経営を推進し、長期ビジョン

「環境未来ビジョン2050」を定めています。この長期ビジョンで「豊かな価値の

創造と地球との共生をめざした環境経営を通じて持続可能な社会の実現に貢

献」することを目的とし、持続可能な社会の実現をめざしています。2050年の

「あるべき姿」に向けて、小向事業所コーポレート部門においても、「持続可能

な社会の実現に貢献する研究開発」と「事業活動での環境負荷の低減」の両面

から活動を推進しています。

　小向事業所コーポレート部門は総合研究所の小向地区と小向事業所拠点

運営部門、関連駐在部門から構成されています。研究面においては、情報通信

プラットフォーム、知能化システム、ナノ材料、電子デバイス、ソフトウェアなどの

技術に関する分野において、将来の課題解決につながる革新的技術の研究・

開発に取り組んでいます。また拠点運営の面では環境に配慮した事業所運営

やエネルギー利用の適正化を推進し、事業所全体で環境負荷の低減に取り組

んでいます。こうした取り組みを通じて、近隣地域に根ざしながら脱炭素社会や

循環型社会といった持続可能な社会の実現に貢献していきます。

株式会社東芝
小向事業所  所長　

※1　https://www.global.toshiba/jp/sustainability/corporate/environment.html

戸野谷 純一

ごあいさつ

未来を描き、未来を創る。
I m a g i n g  t h e  F u t u r e ,  C r e a t e  t h e  F u t u r e .
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株式会社 東芝  小向事業所  コーポレート部門

環 境 基 本 方 針

ー この環境基本方針は、所内全従業員等に周知するとともに、社外にも開示します ー

環境に関する法的および東芝グループの要求事項や自主基準を順守することを基礎として、研

究開発および事業活動に関わる環境側面の生物多様性を含む環境影響評価を行い、環境負荷

の低減、汚染の予防などに向けた環境目標を設定し、従業員等関係者全員で推進します。 

環境パフォーマンスを向上させるため、監査の実施や活動のレビューにより、環境マネジメント

システムの継続的な改善を図ります。

■ 事業と調和させた環境経営の推進

地域・社会との協調連帯を図り、積極的な情報開示とコミュニケーションを行います。

緑あふれる事業所を目指し、自然環境や生物多様性の保全に努めます。

■ 信頼されるパートナーとして

①持続可能な社会の実現のため、社会に与える価値や意義を考え、ライフサイクルを通して環境

負荷の低減に寄与する技術の研究開発に取り組みます。さらに、「サステナブル（持続可能）」を

超えたポジティブな取り組みである「リジェネラティブ（再生）」にも切り込み、「カーボンニュート

ラル」や「サーキュラーエコノミー」の実現に貢献する研究開発を推進します。

②すべての活動段階において、以下の環境負荷低減に向けた施策に取り組みます。

　(1)気候変動への対応（エネルギーの有効利用と節減）

　(2)資源の有効活用（廃棄物の適正管理）

　(3)化学物質の管理

■ 持続可能な社会の実現に寄与する技術の研究開発と事業活動での環境負荷低減

2025年4月1日
株式会社東芝
小向事業所
所長 戸野谷 純一

株式会社東芝  総合研究所、および小向事業所を中心に構成される「株式会社東芝  小向事業所  コーポ

レート部門」は、環境への取り組みを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、「東芝グループ理念体系」

のもと、人と、地球の、明日のために豊かな価値の創造と地球との共生を図り、脱炭素社会、循環型社会、

自然共生社会をめざします。

優れた技術の研究開発を通じて新しい価値を創造し、持続可能な社会の実現に向けた挑戦を続けること

により、新しい未来を始動させます。また、近隣住宅地域との長年の信頼関係を継続し、社会に貢献する拠

点づくりを進めます。
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①ISO14001　更新審査
 システムおよび目標は「向上」、法令順守は「維持」、総合評価「向上」で合格。認証継続決定。

②研究開発でのアピール
 社会課題を解決する技術（「カーボンニュートラル社会」、「誰もが享受できるインフラ」、
　「繋がるデータ社会」等の実現に寄与する技術）の発信、受賞等多数

③イノベーション・パレット（研究開発新棟）稼働に伴う運用管理の変更
 ・研究開発センターの集結に伴う体制管理の変更
　・廃棄物管理の運用変更とその周知徹底

④カーボンニュートラルの推進
 研究開発以外に、計画的な再エネ電力の購入　　

⑤順法関連（定期報告、必要な届出、環境行動事業所認定の継続等）

⑥コミュニケーション活動（月間行事、自然観察会、周辺町内会への事業説明会　他）
　通常の活動に加え、新たなイベントの実施（種子採集イベント、出前事業）、
　デジタルサイネージを活用した情報伝達なども実施

1. 研究開発業務による持続可能な社会への貢献
 1-1 持続可能な社会に寄与する技術の研究開発の実施と発信
  各研究部門のミッションに従った、“持続可能な社会に向けて研究開発センターが取り組むべき
  社会課題を解決する技術”の研究開発の実施と社外発表や業務移管　→計画通り実施

 1-2 スタッフ業務を通じた研究開発の効率化支援の実施
  各スタッフ部門業務による、研究開発業務支援　→計画通り実施

2. 法令や東芝グループ環境アクションプラン等の順守と環境負荷及び環境リスクの低減
 2-1 有害化学物質の適正管理
  東芝グループ削減対象物質の排出量の把握と管理
  →実績値：175kg（2023年度実績値+62%）

 2-2 エネルギーの有効利用と節減
  エネルギー使用量（原油換算）の把握と非化石証書の購入
  →実績値：6,111kL（目標値：6,552kLの-6.7％）

 2-3 廃棄物の適正管理
  一人当たりの廃棄物排出量の把握と管理　
  →実績値：62.2 kg/人（2023年度実績値-84.1%）
  最終処分率の把握と管理
  →実績値：0.03％（目標値：0.5%以下）

3. 地域への情報開示と事業所内外のコミュニケーション
 3-1 研究開発センター内での情報共有の充実と意識の高揚
  ISO14001規格の認証継続、教育、所内情報共有等の実施　→計画通り実施　

 3-2 CSRとしての取り組みの推進
  研究開発センターの環境サイトレポートの発行、順法対応、月間行事、事業活動説明会の実施
  →新しい取り組みも含めて実施。順法関係は、必要時にタイムリーに対応

2024年度の環境に関する主な取り組み

2024年度環境経営推進計画と実績
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自動車をはじめとした様々なモビリティの電動化が世界的に広がる中、商用車においても電動化の取り組みが進められて
います。商用車は稼働率が高く、稼働率向上には充電効率と充電1回あたり航続距離を確保することが重要です。当社は、LFP
電池（リン酸鉄リチウムイオン電池）と同等のエネルギー密度を持ちながら、LFP電池の約10倍以上の回数で超急速充電でき
る長寿命なNTO負極電池の開発に成功しました。

NTO粒子の表面にナノレベルの導電剤を均一に分散させ、粒子間に強固な導電ネットワークを形成することにより、超急速
充電性と長寿命性の両立を実現しました。5分間で約70%の超急速充電が可能で、超急速充電と放電を15,000回以上繰り返
しても80％以上の電池容量を維持する長寿命性能を有しています。1日あたり2、3回の超急速充電を繰り返すような過酷な運
用条件でも15年以上の利用が可能で、途中で電池を交換することなく使い続けられるようになります。

今後は、電気バスによる実証実験を通じてNTOを用いた次世代リチウムイオン電池の特性および車両運行データの収集を
行い、商業化に向けた取り組みを進めていきます。

主な環境関連研究成果

欧州では、製品のライフサイクル全体で高い環境配慮性を求める「欧州電池規則」が施行され、低環境負荷な資源循
環の実現が求められています。当社は、高出力・長寿命が特長の酸化物負極リチウムイオン電池において、簡易な熱処
理のみで負極の活物質を再利用できる低コスト・低環境負荷な「ダイレクトリサイクル」手法を開発しました。

酸化物負極粒子であるNTO※は安定した結晶構造を有しています。この特長を生かし、熱処理を行うことで、活物質の
特性を維持したまま、負極中でNTOを接着しているバインダー成分のみを分解し、集電箔から容易に分離・回収するこ
とができます。製造廃材や製品寿命（EOL：End of Life）を迎えた電池から回収したNTOを用いた電池性能を評価したと
ころ、新品と同等の容量と長寿命性能を示しました。今後は、市場回収を見据えた循環スキームの確立を目指します。

大型商用電気自動車向けニオブチタン酸化物（NTO※）負極電池、
LFP電池の約10倍以上の充放電回数を実現

LFP電池と同等の体積エネルギー密度を持ちながら
超急速充電と長寿命性能を両立する電池を開発

高出力・長寿命なニオブチタン酸化物負極等の簡易リサイクルを実現

リチウムイオン電池の酸化物負極を低コスト・低環境負荷で
リサイクルする手法を開発

https://www.global.toshiba/jp/technology/corporate/rdc/rd/topics/24/2411-02.html

https://www.global.toshiba/jp/technology/corporate/rdc/rd/topics/24/2411-01.html

※ Niobium Titanium Oxide

※ Niobium Titanium Oxide

リサイクル前の負極材（左）と
リサイクル後の回収した集電箔と活物質（右）

開発したNTO負極セルの性能 粒子間に強固な導電ネットワークを形成する電極製造技術

リサイクルした活物質の性能比較
活物質容量（左）、サイクル特性（右）
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独自に運用する気象予測システムにより
風車付近の地形効果を考慮した各高度

の風速予測データを作成

過去の発電量から、予測モデルの混合比率を
AIが学習し、最適な予測を出

風速補正AI
過去の風速観測データから、発電量予測に重要な

ナセル付近の風速を風向に応じて補正

出力特性学習AI
風速とその時の発電量の実績データから、風速と

発電出力の関係を示すパワーカーブを
風車ごとに学習

発電量予測モデル

他の予測モデル1

領域気象予測

高度気象予測

混合比率
最終予測値

他の予測モデル2

風力発電は、風の強さや向きによって発電量が大きく変わるため、事前に正確な発電量を予測することが難しいとい
う課題がありました。そこで当社は、気象予測とAIを組み合わせ、風車周辺の地形の影響まで考慮した高精度な風力発
電量予測技術を開発しました。

本技術では、風車ごとの過去データをAIが学習し、実際の風の動きに近い形で発電量を予測します。実証試験では、
従来技術に比べて予測のずれを大きく減らせることを確認しました。本技術の活用により、発電計画の精度が向上し、
再生可能エネルギーをより安定して利用できるようになります。今後、東芝エネルギーシステムズ株式会社が開発した
再エネバランシングシステム「REBSet™」に搭載され、発電事業者やアグリゲーターに向けたサービスで活用される予
定です。

主な環境関連研究成果

精度の高い風力発電量予測により再生可能エネルギー電源
の安定的な運用を支援

気象予測とAI技術で風車付近の地形効果を考慮した
高精度な風力発電量予測技術を開発

https://www.global.toshiba/jp/technology/corporate/rdc/rd/topics/24/2405-03.html 

風力発電量予測AI　

風力発電量予測AI　 風力発電量予測AI　 風力発電量予測AI　
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2024年度はイノベーション・パレット（研究開発新棟）の本格稼働および設備の運用変更等の影響により、2023年度
と比較して、電力使用量が増加しました。一方、カーボンニュートラル実現に向け、非化石証書の購入を計画通り増加
させて実施し、電力使用量の約48%に相当する991.8万kWhを再生可能エネルギー相当としました。

2023年12月から使用を開始したイノベーション・パレットは、使用電力の100%を再エネとして計画しているほか、省
エネの実証実験なども進めており、今後の効果が期待されています。今後も設備更新や運用面の工夫等で省エネに
は一層努めると同時に、再エネや創エネについても可能な検討を進めます。

2024年度は研究開発新棟移転に伴う集中排出もありましたが、通常の廃棄量はコロナ禍以前と同レベルに落
ち着いてきました。また、最終処分率も例年並みで、全社目標の0.5%以内を問題なくクリアしました。

廃棄物管理は定常化しており、廃棄量の目標などは設定していませんが、研究開発新棟での運用変更の影響は
大きく、分別の徹底、適切な廃棄の推進はより一層必要となっています。在宅勤務などの新しい働き方が進み、出社
形態も従業員によって異なる状況に対応できるように、廃棄量、分別とも状況を把握し、管理や情報共有の工夫を
進めます。

環境負荷データ  その１

エネルギー使用量（単位：ｋL） CO2排出量（単位：トン-CO2）

廃棄物総発生量（単位：トン） 廃棄物最終処分量と最終処分率（単位：トン、％）

主な廃棄物名： 廃プラ、金属、廃薬品等
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水受入量および排水量については目標値は掲げていませんが、各メータなどのデータを把握し、適切な管理を
行っています。

2024年度は2023年度と受入量はほぼ同等でしたが、排水量が増加しました。これは小向事業所全体における
管理範囲の変更の影響だと推測されます。今後も受入量、排水量の変化に注視するとともに、可能な節水に努め
ます。また、事業所内の水管理全体の適正化も進めていきます。

化学物質の使用量および排出量については管理が定常化していることから、数値目標は設定していませんが、東芝
グループ・アクションプランにおける削減対象物質（化管法・PRTR制度の対象化学物質及び東芝グループ指定化学
物質）の入出力実績確認を実施しております。また、法令の改正に連動した管理の変更にも対応しています。

2024年度は取扱量、排出量とも増加しておりますが、これは研究開発対象の変化によるものです。排出は大気へ
の放出のみであり、除害施設等を設置して最小限の排出になるように努めています。研究開発部門では試作や分析
のため、少量多品種の化学物質を使用しています。使用する物質の種類や使用量は比較的短期間で変化するため、
今後もリスク管理に留意し、適正使用と環境負荷低減に努めます。

環境負荷データ  その2

水の受入量（単位：千m3） 排水量（単位：千m3）

化学物質削減対象物質の取扱量（単位：トン） 化学物質削減対象物質の排出量（単位：トン）

主な化学物質： 硫酸、ふっ化水素およびその水溶性塩、 N-メチル-2-ピロリドン、エチルアルコール、2-プロパノール、アセトン、塩酸
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法規制値 自主管理値 実測値

該当なし

150

0.050

75

0.025

18～28

<0.001

２回/月

２回/月

測定頻度

NOx（ppm）

SOx（Nm3/h）

ばいじん（mg/Nm3）

規制値 自主管理値 実測値 測定頻度

水素イオン濃度（pH）

BOD（mg/㍑）

COD（mg/㍑）

SS（mg/㍑）

窒素（mg/㍑）

フッ素（mg/㍑）

5.0～9.0

600

規制対象外

600

240

15

6.0～8.0

300

－

300

120

7.5

7.3 ～7.9

<2～4

－

<2～60

<2～3

<0.5

２回/月

１回/月

－

１回/月

１回/月

１回/月

測定場所：時間 自主管理値 実測値 測定頻度

騒音（ｄＢ）

振動（ｄＢ）

敷地境界：昼

敷地境界：夜

敷地境界：昼

敷地境界：夜

67

52

67

57

規制値

70

55

70

60

48～56

42～49

<30～39

<30

２回/年

２回/年

２回/年

２回/年

状況

環境事故発生の有無

工場周辺や地域での環境問題発生の有無

行政からの指導・指摘の有無

近隣住民からの苦情の有無

なし

なし

なし

なし

順法管理状況

大気測定結果

排水測定結果（排水は下水道へ排出）

※規制値は川崎市下水道条例基準

騒音・振動測定結果

環境事故・指導指摘・苦情の有無
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ナナホシテントウ
（10月）

小学生が種から育てたパンジー
（3月）

ハクセキレイ
（5月）

コモチナデシコ
（4月）

シジミチョウ
（10月）

母子草
（2月）

事業所内で採取したタネ、
事業所内の植物・動物写
真入りのティッシュを配布

東芝小向事業所全体で、定期的に自然観察を行っています。生物多様性保全活動で連携をしているディー・
ティー・ファインエレクトロニクス株式会社も参加しています。建屋の建設や解体工事等に伴い緑地は変遷してい
ますが、今後も自然観察をはじめとする生物多様性活動を継続していきます。

小向事業所の事業活動について理解を深めていただく
ことを目的として、毎年近隣6町内会の方々および川崎市
役所の方をお招きして、事業活動説明会を開催しています。

当日は会社側からは事業活動と環境活動についての説
明、川崎市からは建設緑政局の職員より「かわさき緑化
フェア」について情報発信をしていただきました。説明した
研究内容に関する質問も寄せられるなど、近隣住民の
方々の関心の高さを実感し、交流を深める貴重な機会と
なりました。
実施日： 2025年3月18日

環境コミュニケーション及び生物多様性の保全への取組み

近隣6町内会事業活動説明会

構内自然観察

発　行：　株式会社東芝　小向事業所　企画部　環境担当　　　TEL：044-548-5262
発行日：　2026年3月
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